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令和８年度 

湖国すまい・まちづくり推進協議会 通常総会（解散総会） 

 

日 時  令和８年６月１１日（木） 

                                       14：00～ 

会 場  滋賀県民交流センター 

                                ピアザ淡海 305会議室 

 

 

 

  次 第 

 

１ 開 会 

２ あいさつ     湖国すまい・まちづくり推進協議会 会長 林口 富雄 

３ 議 事 

      第１号議案 令和７年度事業報告、収支決算報告及び監査報告について 

      第２号議案 令和８年度事業計画（案）について 

      第３号議案 令和８年度収支予算（案）について 

      第４号議案 湖国すまい・まちづくり推進協議会の解散について 

      第５号議案 清算等に係る手続き規程について 

      第６号議案 清算人の選定について 

      第７号議案 残余財産の処分について 

      第８号議案 令和８年度事業報告及び収支決算報告について  

        ４ その他 

 ５ 来賓あいさつ   滋賀県交通まちづくり部住宅課    課長 髙木 和彦 様 

     ６ 閉 会 

    



 

 

第１号議案 

令和７年度 事業報告 
 

１ 令和 7年度通常総会 
   日 時：令和７年６月 10 日（火） 

   会 場：ピアザ淡海３階 305 会議室 

   議 事：第１号議案 令和６年度事業報告、収支決算報告及び監査報告について 

       第２号議案 令和７年度事業計画（案）について 

       第３号議案 正会員および賛助会員の会費等に関する件（案）について 

      第４号議案 令和７年度収支予算（案）について 

       第５号議案 役員選任について 

       ※第１から４号議案について、すべて承認および可決 

       ※第５号議案について、事務局案を承認 

         会長：一般財団法人滋賀県建築住宅センター 理事長 林口 富雄 様 

         副会長：一般社団法人滋賀県建設業協会 建築生産システム委員会 

委員長 北川 昭市 様 

木考塾 木造在来工法住宅を考える会 代表 岩波 正  様 

監事：公益社団法人滋賀県建築士会      会長 福谷 晃  様 

一般社団法人滋賀県木造住宅協会    会長 根縫 徹也 様 

     
２ 企画運営委員会 
    第１回企画運営委員会 委員７名出席、役員１名出席、執行役員３名出席 

     日 時：令和７年７月 11 日（火）10：00～ 

     会 場：草津市立市民交流プラザ 小会議室１ 

     内 容（報告事項）   

        ・総会の開催結果について 

        ・専門部会、実行委員会の構成メンバーについて 

        （議題） 

        ・専門部会及び住まいフェス開催実行委員会の取組みについて 

        ・企画運営委員会での取組みについて（すま協の実績と評価） 

        （その他） 

        ・次回の企画運営委員会の開催について 

   第２回企画運営委員会 委員４名出席（外６委員は委任状）、役員１名出席、 

執行役員１名出席 

     日 時：令和 7 年 12 月 22 日（月）13：30～ 

会 場：滋賀県建設会館３階中会議室 

内 容（議題） 

   ・専門部会及び住まいフェス開催実行委員会の取組みについて 

   ・すま協の解散に向けた取組みについて 

    ・すま協の活動の継承について 

    ・解散手続きの流れについて 

    ・残余財産の処分（寄付）に関する基本方針について 

   （その他） 

    ・次回の企画運営委員会の開催について 

   第３回企画運営委員会 委員８名出席（外４委員は委任状）、役員１名出席 

              執行役員１名出席 

     日 時：令和８年３月 27 日（金）10：00～ 

 会 場：滋賀県建設会館３階中会議室 



 

 

内 容（議題） 

   ・令和７年度の取組み状況と予算執行について 

・協議会の解散及び活動の継承と財産処分について 

   ・協議会通常総会に向けて 

 

３ 専門部会 
（1）研修部会 

■部会報告 

〇第１回部会 部会員６名出席 

     日 時：令和７年 10 月３日（木）10：00～ 

会 場：滋賀県建築住宅センター２階会議室 

内 容：・これまでの取り組みについて（報告） 

・今年度の取組みについて (仮称)住宅省エネ化基礎セミナーについて 

〇第２回部会 部会員６名出席 

     日 時：令和７年 11 月 27 日（木）10：00～ 

会 場：滋賀県建築住宅センター２階会議室 

内 容：令和７年度省エネ化基礎セミナーの開催について  

・開催日及び開催場所について 

・省エネ化基礎セミナーのテーマ、構成等について 

〇第３回部会 部会員 7 名出席 

日 時：令和８年１月 29 日（木）10：00～ 

会 場：滋賀県建築住宅センター２階会議室 

内 容：令和７年度住宅省エネ化基礎セミナーの開催について 

    ・開催実施要領と広報チラシ等について 

    ・開催当日の運営について 

 

■事業報告 

「令和７年度住宅省エネ化基礎セミナー」 

日 時：令和８年３月６日（木）13：30～ 

会 場：フェリエ南草津５階 大会議室 

主 催：湖国すまい・まちづくり推進協議会 

共 催：草津市 

後 援：滋賀県 

参加者：47 名（定員 50 名） 

内 容：省エネ基準適合が義務化となってから、木造住宅の設計や工事等において

生じている課題や疑問等に対して、どのように対応すればよいかを住まいづくり

に携わるそれぞれの立場から考え、省エネ住宅をより円滑かつ的確に実現するた

めの方法について説明する。 

・講演① 「省エネ法改正後の課題と対策」 

            講師  辻 充孝 氏（岐阜県立森林文化アカデミー教授） 

 ・講演② 「法改正後の省エネ住宅の断熱気密施工とコストの課題」 

          講師  夏見 諭 氏（㈱夏見工務店代表取締役） 

 ・講演③ 「法改正後の省エネ基準適合に関する手続き上の留意点 

          講師  小谷 久幸 氏（（一財）滋賀県建築住宅センター）  

・報告① 「国・県の住宅省エネ化に関する補助制度等の情報」 

            報告者 栗田 駿平 氏（滋賀県土木交通部住宅課）  

 ・草津市特別セッション 「健幸エコハウス普及促進について」 

          報告者 長谷 海宗 氏（草津市環境経済部温暖化対策室）   



 

 

■セミナーのようす 

 

 

 

 

 

 

 

 

      あいさつ 山本部会長           講師 辻 充孝 氏 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      講師 夏見 諭 氏            講師 小谷 久幸 氏 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      報告者 栗田 駿平 氏          報告者 長谷 海宗 氏 

 

（2）住まいの安全・安心対策部会 

  ■部会報告 

   〇第１回部会 部会員７名出席 

     日 時：令和７年７月 24 日（木）10：00～ 

     会 場：滋賀県建設会館 ３階中会議室 

内 容：・令和６年度の取り組みについて(報告)  

・木造住宅耐震化啓発セミナーについて    

・すまい相談員の派遣について 

〇第２回部会 部会員７名出席 

     日 時：令和７年８月 21 日（木）10：00～ 

 会 場：滋賀県建築住宅センター２階会議室 

内 容：木造住宅耐震化啓発セミナー（多賀町会場）について 



 

 

    ・事業内容について 

    ・当日の運営について 

〇第３回部会 部会員８名出席 

     日 時：令和７年 10 月 27 日（月）10：00～ 

 会 場：滋賀県建築住宅センター２階会議室 

内 容：木造住宅耐震化啓発セミナー（長浜市会場）について 

    ・事業内容について 

    ・当日の運営について 

 

■事業報告 

①令和７年度 木造住宅耐震化啓発セミナーおよび個別相談会（多賀町会場） 

 ※滋賀県からの委託事業 

 〇セミナー  

日 時：令和７年 10 月 12 日（日）13：00～ 

会 場：多賀町中央公民館「多賀結いの森」 

参加者：会場参加 22 人 オンライン参加 ２人 

内 容・講演 「大地震でも継続して安全安心な住宅に住むために必要なこと」 

          講師 五十田 博 氏（京都大学生存圏研究所 教授） 

・パネルディスカッション 

 テーマ:耐震化で住まいと生活を安全・安心に 

～耐震改修の具体的方法や事例を踏まえて～ 

              コーディネータ兼パネリスト  五十田 博 氏 

                             （京都大学生存圏研究所 教授） 

                      パネリスト  穐元 剛 氏 

（大工 穐元） 

                      パネリスト  間 文彦 氏 

（日本防災士会滋賀県支部） 

・支援制度説明       説明者  多賀町企画課 担当職員 

    〇個別相談会 

日 時：令和７年 10 月 12 日（日）セミナー終了後～ 

会 場：多賀町中央公民館「多賀結いの森」 

相談員：(公社)滋賀県建築士会に派遣委託 

    福原 裕人氏、樋栄 良次氏の２名 

      相談者：５名 

②令和７年度 木造住宅耐震化啓発セミナーおよび個別相談会（長浜市会場） 

 ※滋賀県からの委託事業 

 〇セミナー  

日 時：令和７年 11 月 30 日（日）13：00～ 

会 場：長浜市役所 １階多目的ルーム 

参加者：会場参加 29 人 オンライン参加 １人 

内 容・講演 「地震に負けないわが家を目指して」 

～不意の地震に不断の用意～ 

          講師 髙田 豊文 氏（滋賀県立大学 教授） 

・パネルディスカッション 

 テーマ:耐震化で住まいと生活を安全・安心に 

～耐震改修の具体的方法や事例を踏まえて～ 

             コーディネータ兼パネリスト  髙田 豊文 氏 

                            （滋賀県立大学 教授） 



 

 

                     パネリスト  北條 政良 氏 

                            （㈱北條） 

                     パネリスト  小野 夏珠乃 氏 

（日本防災士会滋賀県支部） 

・支援制度説明     報告者    長浜市建築課建築指導室 担当職員 

    〇個別相談会 

日 時：令和７年 11 月 30 日（日）セミナー終了後～ 

会 場：長浜市役所 

相談員：(公財)滋賀県建築士会に派遣委託 

    福原 裕人氏、樋栄 良次氏の２名 

      相談者：５名 

 

【多賀町会場の状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    セミナーのようす              講師 五十田博 氏 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     ﾊﾟﾈﾙﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝのようす            個別相談会の状況 

【長浜市会場の状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

   セミナーのうようす              講師 高田豊文 氏 



 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     ﾊﾟﾈﾙﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝのようす            個別相談会会場 

 

 (3) 滋賀ほんまもんの家推進部会 

■部会報告 

〇第１回部会 部会員９名出席 

日 時：令和８年１月 20 日（火）14：00～ 

会 場：滋賀県建設会館３階中会議室 

内 容：・「滋賀ほんまもんの家」の概要について（報告） 

    ・前年度の経緯について（報告） 

    ・今年度の取組について 

    ・「滋賀ほんまもんの家」に関する今後の取組について 

   ○第２回部会 部会員７名出席 

     日 時：令和８年３月５日（木）13：30～ 

     会 場：滋賀県建築住宅センター２階会議室」 

     内 容：・「滋賀らしい環境こだわり住宅つくり手ネットワークグループ運営費特別

会計」及び「滋賀ほんまもんの家推進基金」の決算額と主な使途明細につ

いて（報告） 

         ・「滋賀ほんまもんの家」に関する今後の取組について 

          ・今後の取組のあり方及び継承について 

          ・「滋賀ほんまもんの家推進基金」残余財産の処分（寄付）について 

 

■事業報告 

   〇「水源の森 オータムフェスタ 2025」への出展 

  令和７年 11 月８日（日）開催の当該イベントにおいて、「滋賀ほんまもんの家」のパ

ネル展示を実施 

【出展のようす】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

パネル展示のようす              パネル展示のようす 



 

 

 

〇「滋賀ほんまもんの家」に関する意向調査の実施 

 ・調査対象：当協議会の正会員団体（15 団体） 

 ・調査期間：令和７年８月 26 日～９月 10 日（回答状況により 10 月まで延長） 

 ・調査内容：県産材を用いた、地域の事業者による住まいづくりについて 

      ・こうした住まいづくりを推進するための取組の実施状況 

      ・こうした住まいづくりを行っている構成員の有無 

      ・こうした住まいづくりを推進するための取組を総括する事務局を担い、県民や

事業者への情報提供等を実施することの可能性の有無 

 ・調査後の対応：調査結果を踏まえて、第１回部会において今後の取組を検討 

 

 (4) 住まいフェス開催実行委員会 

   ■実行委員会報告 

〇第１回実行委員会 委員 11 名出席 

      日 時：令和７年８月 18 日（月）14：00～ 

     会 場：滋賀県建築住宅センター２階会議室 

内 容：・令和６年度の取組みについて 

    ・令和７年度の取組みについて 

    ・令和７年度事業計画について 

    ・「水源の森 オータムフェスタ」への出展について 

（イベントの概要、今年度の出展内容等） 

〇第２回実行委員会 委員８名出席 

     日 時：令和７年 10 月 17 日（金）10：00～ 

     会 場：滋賀県建築住宅センター２階会議室 

内 容：・「水源の森 オータムフェスタ」への出展計画について 

     ・当日の運営について 

    

■事業報告 

「水源の森 オータムフェスタ 2025」への出展  

期 日：令和７年 11 月 8 日（土） 

時 間：10：00 ～ 15：30 

会 場：近江富士花緑公園 

参加者：一般県民等（主催者発表 約 2,000 人） 

出展内容： 

・滋賀ほんまもんの家のパネル展示 

・活動内容を伝えるパネル展示（日本建築家協会 JIA 滋賀地域会） 

・伝統構法木造住宅の耐震改修工法に関するパネル展示（木考塾） 

・エコバッグの絵付け体験（(一社)滋賀県建築士事務所協会提供） 

・「こども建て前」（（一社）安曇川流域森と家づくりの会協力） 

・木工ワークショップ（ヨーヨー作り）（木考塾協力） 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

【出展のようす】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       エコバッグの絵付け体験のようす         こども建て前のようす 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     木工ワークショップのようす          出展来訪者のようす 

 

(5) その他 

■ホームページの活用と情報発信 

協議会のホームページにて、各種事業の案内ページを作成し周知を行っています。同

時に登録フォームを設置し、開催するセミナー等の受講受付を行っています。会員団体

の取り組みについてもお知らせのコーナーにて、より多くの方にお知らせできるよう努

めています。 



（単位：円）

Ｒ７_決算額 Ｂ Ｒ７_予算額 Ａ 増減　ＢーＡ 備考

0 0 0

１正会員(公益法人及び準ずる団体) 0 0 0

２正会員(特定非営利及び準ずる団体) 0 0 0

３賛助会員(企業または団体) 0 0 0

４賛助会員(個人) 0 0 0

５協賛金 0 0 0

0 0 0

１省エネｵﾝﾗｲﾝ講習修了証発行手数料 0 0 0

２住まいフェス出展料 (正・特別会員) 0 0 0

３住まいフェス出展料 (正・特別会員外) 0 0 0

687,000 687,000 0

１県住宅相談業務受託 0 0 0

２住宅ﾘﾌｫｰﾑ推進事業受託 0 0 0

３住宅省エネ技術者講習会受託 0 0 0

４木造住宅耐震化啓発事業受託 687,000 687,000 0 滋賀県

0 0 0

0 0 0

１湖国すまい・まちづくり協働基金 0 0 0

２滋賀ほんまもんの家推進基金 0 0 0

1,909,586 1,909,586 0

2,645 414 2,231 銀行利息

2,599,231 2,597,000 2,231

１ 会費収入等

令和７年度　一般会計収支決算書
令和７年４月１日から令和８年３月31日まで

１【収入の部】

項　　　　　目

収入　合計

２ 事業収入

３ 業務受託収入

４ 補助金収入

５ 基金繰入金

６ 前年度繰越金

７ 雑収入



参考資料

（単位：円）

Ｒ７_決算額　Ｂ Ｒ7_予算額　Ｂ 増減 ＡーＢ 備考

620,456 889,000 -268,544

274,573 199,000 75,573 会場費・日当旅費等

240,833 440,000 -199,167 事務局諸費

105,050 250,000 -144,950 ＨＰ管理.更新費

314,406 344,000 -29,594

22,000 28,000 -6,000 会場費・日当旅費等

0 0 0

292,406 316,000 -23,594 事業経費等

0 0 0

0 0 0

768,405 715,000 53,405

18,000 28,000 -10,000 会場費・日当旅費等

750,405 687,000 63,405 事業経費等

0 0 0

114,910 88,000 26,910

114,910 28,000 86,910 会場費・日当旅費等

0 0 0

0 60,000 -60,000 事業経費等

356,574 294,000 62,574

24,000 28,000 -4,000 会場費・日当旅費等

332,574 266,000 66,574 イベント費等

0 267,000 -267,000

2,174,751 2,597,000 -422,249

令和７年度収支決算書

令和７年度

収入額 ー 支出額　　　

2,599,231 ー 2,174,751 ＝ 424,480
424,480

２改正省エネ説明・講習会費

令和７年度　一般会計収支決算書
令和７年４月１日から令和８年３月31日まで

２【支出の部】

項　　　　　目

１ 事務局費

１会議費

２運営費

３ホームページ運営費

２ 研修部会費

１会議費

５ 住まいフェス開催実行委員会費

３法令・制度改正セミナー事業（新規）

４事業者向住宅リフォームセミナー

５消費者向住宅リフォームセミナー

３ 住まいの安全・安心対策部会費

１会議費

２耐震改修啓発セミナー

３住宅相談

４ 滋賀ほんまもんの家推進部会費

１会議費

２家づくり講演会

３普及啓発・情報発信

１会議費

２住まいフェスティバル

６ 予備費

支出　合計

円については、令和８年度一般会計に繰り越します。

= 　  　差引額



（単位：円）

R7決算額 Ａ R7予算額 Ｂ 増減 A-B 備　考

1,960,468 1,960,468 0

0 0 0

3,317 0 3,317 銀行利息

1,963,785 1,960,468 3,317

R7決算額 Ａ R7予算額 Ｂ 増減 A-B 備　考

0 0 0

0 0 0

1,963,785 　　   ― 0 1,963,785 　円

1,963,785 　円　

（単位：円）

R7決算額 Ａ R7予算額 Ｂ 増減 A-B 備　考

1,620,574 1,620,574 0

0 0 0

2,742 0 2,742 銀行利息

1,623,316 1,620,574 2,742

R7決算額 Ａ R7予算額 Ｂ 増減 A-B 備　考

0 0 0

#REF!

0 0 0

1,623,316 　　   ― 0 1,623,316 　円

1,623,316 　円　

令和７年度　基金特別会計　収支決算書

令和7年4月1日から令和8年3月31日まで

〇　収 入

項　　目

　繰越金

　　令和７年度収入合計 　―　　令和７年度支出合計　＝　差引金額　　

令和７年度末　基金残高　

合　計

合　計

　　令和７年度収入合計 　―　　令和７年度支出合計　＝　差引金額　　

■滋賀ほんまもんの家推進基金 令和7年4月1日から令和8年3月31日まで

〇　収 入

項　　目

　繰越金

　繰入金

　雑収入

令和７年度末　基金残高　

〇　支 出

項　　目

　一般会計繰出金

合　計

■湖国すまいまちづくり協働基金

　一般会計繰出金

　繰入金

　雑収入

合　計

〇　支 出

項　　目

＝

＝





第２号議案 

 

＜基 本 方 針＞ 

今年度は湖国すまい・まちづくり推進協議会の解散年度として、湖国滋賀にふさわしい豊かな住生

活の実現に向け、今日までの協議会活動の中で見えてきた課題を関係者に継承し、より一層の各団体

の闊達な活動やそれぞれ相互の連携・協働に繋げることを期待し、解散の手続きを進めます。 

 

 

＜事 業 内 容＞ 

◎協議会解散の手続きと今後の取り組み                【企画運営委員会】 

    ・解散総会に向けた手続きと財産処理の整理 

・これまでの取組の引継ぎ先等の整理 

◎ホームページの情報発信                          【事務局】 

・本協議会解散に係るホームページの閉鎖に向けた検討 

        

  

 

 

 

 

 

  【参考】 

 

     

＜規約＞ 

第 30 条 本協議会は、総会の議決に基づいて解散する。 

 ２ 前項の規定により解散する場合は、総会において正会員総数の 4分の 3以上の議決を得な

ければならない。 

 第 31 条 解散に伴う残余財産の処分は、総会において正会員総数の 4 分の 3 以上の議決を経

て、本協議会と類似の目的を有する他の公益法人またはこれに準じた団体に寄付する。 

 

（参考） 

残余財産 ・一般会計 

・湖国すまいまちづくり協働基金 

・滋賀ほんまもんの家推進基金 

・備品 

 



第３号議案







第４号議案 

湖国すまい・まちづくり推進協議会の解散について 

 

  

平成 15 年３月 26 日に当協議会の設立総会が開催され、本日の総会で 23 周年を迎えることになり

ました。 

協議会規約第２条に規定する目的に照らし合わせて、住まい・まちづくり事業を取り巻く環境は、

設立から 23年の間に、法整備や住まい・まちづくりの施策の実施により、下記のとおり進展・充実、

変化してきたところです。 

ついては、当協議会はこうした環境の変化を踏まえて、所期目的について一定の役割を終えたもの

と判断し解散することとします。 

なお、解散にあたっては、これまでの協議会活動の中で見えてきた課題を関係者に継承し、より一

層の各団体の闊達な活動やそれぞれ相互の連携・協働を期待するものです。 

 

記 

１ 木造住宅の耐震化が一定進展してきました。しかしながら着実な進捗が期待しにくい中で、減災の

観点を踏まえた取組も重要視されてきています。 

２ 令和７年４月から、原則、新築・増築住宅のすべてに一定の省エネ基準が法令で義務付けされ、今

後も基準（義務）の高度化が予定されています。 

３ リフォームに関する情報提供や国等による補助・融資等の支援制度および紛争処理体制が全国規模

で充実してきています。 

４ 住宅に関する相談窓口は色々な機関で多岐にわたり提供されてきています。 

５ 県産木材を利用した住まいづくりに関わる制度や施策は進展してきています。一方で、住まいづく

りの関係事業者の連携や県産木材の利用自体について、どのように進めていくのかが課題となってい

ます。 

６ 関係団体等の交流・連携および研鑽の取組みは、各団体等のそれぞれの目的に応じた個別の取組み

等に委ねるものの、より一層の各団体それぞれ相互の連携・協働が期待されています。 

 

【参考】 

＜規約＞ 

（目的） 

第２条 本協議会は、住まいづくりやまちづくりに関わる者が連携して、県民の住まいづくり

に対する意識の向上や支援を行うとともに、県産木材や地場産自然素材を活用した良質な木

造住宅の供給に向けて取り組むことにより、湖国滋賀にふさわしい豊かな住生活の実現と県

内住宅産業の活性化に寄与することを目的とする。 

（解散） 

第 30条 本協議会は、総会の議決に基づいて解散する。 

２ 前項の規定により解散する場合は、総会において正会員総数の 4分の 3以上の議決を得なけ

ればならない。 



第５号議案 

清算等に係る手続き規程について 

 

 

 当協議会の解散に伴う残余財産の処分に関して、当該財産の清算等に係る手続きについて、別添のと

おり「清算等に係る手続き規程」を定めるものとします。 

  

  



 

清算等に係る手続き規程（案） 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、湖国すまい・まちづくり推進協議会（以下「協議会」という。）の規約（以下

「規約」という。）第 30条の規定に基づく協議会の解散および同規約第 31条の規定に基づく残余財

産の処分について、協議会の総会（以下「総会」という。）の議決があった場合において、当該残余

財産の清算およびそれに伴う必要な事項に係る手続き等について定めるものとする。 

 

（清算人の設置） 

第２条 解散する協議会には２人以内の清算人を置くものとする。 

 

（清算人の選任方法） 

第３条 清算人は、協議会の解散を議決する総会において、正会員総数の４分の３以上の議決を経て

選任する。 

 

（清算人の職務） 

第４条 清算人は、次の職務を行う。 

 （１）現務の結了 

（２）債権の取立て、債務の弁済 

（３）残余財産の引渡し 

２ 清算人は、前項の職務を執行するにあたって、その職務に必要な経費を残余財産の中から支出で

きるものとする。 

 

(財産の現況調査) 

第５条 清算人は、その就任後遅滞なく協議会の財産の現況調査を行い、解散の議決の日における財

産目録及び収支決算書を作成しなければならない。 

２ 作成した財産目録及び収支決算書は総会の承認を得なければならない。 なお、この承認は第７条

の清算事務の終了時の議決にて行って差し支えない。 

 

（残余財産の引渡し） 

第６条 清算人は、残余財産がある場合は、総会で議決された残余財産の寄付先とされている者に残

余財産を引き渡すものとする。 

２ 総会の議決により残余財産の寄付先が定まらないときは、協議会規約第 31条の規定にかかわらず

残余財産は滋賀県に寄付するものとする。 

 

（清算事務の終了） 

第７条 清算人は、清算事務が終了したときは、遅滞なく清算報告書を作成し、総会もしくは書面に

て正会員総数の４分の３以上の議決を得なければならない。 

２ 前項の議決をもって、協議会は消滅するものとする。 

 

付則  

１ この規程は、令和８年６月 11日（議決日）から施行する。 

２ この規程は、第７条第２項の規定が施行されるに伴い廃止するものとする。 



第６号議案 

清算人の選定について 

 

 

 このことについて、清算等に係る手続き規程第３条の規定に基づき清算人の選任を求めます。 

 

 

湖国すまい・まちづくり協議会 清算人 

協議会役職名 所属団体名 所属団体役職名 氏  名 

    

    

 

 

 



第７号議案 

残余財産の処分について 

 

 

 湖国すまい・まちづくり推進協議会の解散に伴う残余財産は、本協議会と類似の目的や事業を有する

一般財団法人滋賀県建築住宅センターに寄付するものとします。 

 なお、残余財産については、下記に該当するものとします。 

 

記 

１ 以下の現金および預金 

  ただし、解散後に実施される清算手続きに係る諸費用等の支出や預金利息等の収入により、清算し

た後に残った金額とします。 

 （１）一般会計            ：  424,480円（令和８年３月 31日現在） 

（２）湖国すまいまちづくり協働基金  ： 1,963,785円（令和８年３月 31日現在） 

（３）滋賀ほんまもんの家推進基金   ： 1,623,316円（令和８年３月 31日現在） 

 

２ 以下の備品 

 （１）パーソナルコンピュータ  ： １台（周辺付属機器共） 

 （２）プロジェクター      ： １台（周辺付属機器共） 

 （３）映写スクリーン      ： １台  

      

以上 

 

 

 

  【参考】 

 

     

 

＜規約＞ 

 （解散） 

第 30条 本協議会は、総会の議決に基づいて解散する。 

 ２ 前項の規定により解散する場合は、総会において正会員総数の 4分の 3以上の議決を得な

ければならない。 

 （残余財産の処分） 

 第 31 条 解散に伴う残余財産の処分は、総会において正会員総数の 4 分の 3 以上の議決を経

て、本協議会と類似の目的を有する他の公益法人またはこれに準じた団体に寄付する。 



参考資料 

 

残余財産の寄付に係る覚書（案） 
 

 湖国すまい・まちづくり推進協議会（以下「甲」という。）の解散に伴い、甲が残余財産（「湖国

すまいまちづくり協働基金」及び「滋賀ほんまもんの家推進基金」）を一般財団法人滋賀県建築住

宅センター（以下「乙」という。）に寄付するにあたって、甲と乙は下記のとおり覚書を締結する。 

 

記 

 

１ 甲が乙に寄付する残余財産のうち、「湖国すまいまちづくり協働基金」に係る財産について、

乙は、甲の規約第２条に記する目的に沿った乙が行う活動及び甲が解散する時点における甲の

正会員（以下「甲の正会員」という。）その他の同様の目的に沿った活動を行う団体等を財政的

に支援するものに支出するものとする。 

 

  ２ 甲が乙に寄付する残余財産のうち、「滋賀ほんまもんの家推進基金」に係る財産について、乙

は、甲の規約第２条に記する目的に沿うもので、県産木材や地場産自然素材を活用した良質な

木造住宅の供給に向けて、乙が行う活動及び甲の正会員その他の同様の目的に沿った活動を行

う団体等を財政的に支援するものに支出するものとする。 

 

３ 乙は、上記１及び２に係る財産の使途状況について、甲の正会員に対して、当該年度の実績

を翌年度当初に報告するものとする。 

 

４ 乙は、甲から寄付を受けた残余財産が、当該寄付を受けた年度を含めて、５か年度を経てな

お残余金がある場合は、前記１および２に定める使途以外の目的に支出できるものとする。 

 

５ 本覚書は、甲の解散後も存続するものとする。 

 

以上 

 

令和８年 月 日（解散の議決日） 

 

甲  滋賀県草津市南草津三丁目１２番地６ 

一般財団法人滋賀県建築住宅センター内 

湖国すまい・まちづくり推進協議会 

会 長  林口 富雄   印 

 

乙  滋賀県草津市南草津三丁目１２番地６ 

一般財団法人滋賀県建築住宅センター 

                     理事長  林口 富雄   印 

 



第８号議案 

令和８年度 事業報告及び収支決算報告について 

 

令和８年度の事業報告及び収支決算に係る総会の議決は、規約第２７条の規定にかかわらず、清算

人が、清算等に係る手続き規程第５条第２項に定める総会の承認を得ようとする際に、これに合わせ

て行うことができるものとします。 

 

 （理 由） 

令和８年度の収支決算については、解散議決日における収支状況が未確定であり、かつ、今後の清

算事務の進行に伴い変動が見込まれることから、解散議決日時点で確定した収支決算報告を行うこと

ができないため。 

 

     



 

 

 

 

 

 

 

参 考 資 料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



湖国すまい・まちづくり推進協議会規約 

  

第１章 総則 
 
（名称） 
第１条 この会は、湖国すまい・まちづくり推進協議会（以下、「本協議会」という。）と称す
る。 

 
（目的） 

第２条 本協議会は、住まいづくりやまちづくりに関わる者が連携して、県民の住まいづく

りに対する意識の向上や支援を行うとともに、県産木材や地場産自然素材を活用した良質

な木造住宅の供給に向けて取り組むことにより、湖国滋賀にふさわしい豊かな住生活の実

現と県内住宅産業の活性化に寄与することを目的とする。 

 
（事業） 
第３条 本協議会は、前条の目的を達成するために、次の事業を行う。 

(1) 住まいの安全・安心、耐震に関する相談・情報発信および普及啓発 

(2) 住宅省エネルギーに関する相談・情報発信および普及啓発 

(3) 住宅リフォームに関する相談・情報発信および普及啓発 

(4) 豊かな住生活に関する相談・情報発信および普及啓発 

(5) 「滋賀らしい環境こだわり住宅」に関する相談・情報発信および普及啓発 

(6)  会員相互および関係者との交流・連携および研鑽に関する事業 

(7) その他目的を達成するために必要な事業 

 

  第２章 会員 
 
（会員） 

第４条 本協議会は、次の会員により構成する。 

(1) 正 会 員 住まいづくりに関する公益法人およびこれに準ずる公益的団体および特 

定非営利団体 

 (2) 準 会 員 正会員以外の住まいづくりに関する公益法人及び本協議会の趣旨に賛同 

する公益的団体 

(3) 特別会員 地方公共団体 

(4) 賛助会員 本協議会の趣旨に賛同する法人、団体または個人 
 
（入退会） 
第５条 本協議会に正会員および準会員並びに特別会員として入会しようとするものは、そ
の旨を文書で会長に届け出、企画運営委員会の承認を得なければならない。 

２ 本協議会に賛助会員として入会しようとするものは、その旨を文書で会長に届け出なけ
ればならない。 

３ 会員は、本協議会を退会しようとするときは、その旨を文書で会長に届け出なければな
らない。 

４ 賛助会員が、会費を納入期限から６か月以上納入しなかった場合は、本協議会を退会し
たものとみなす。 

 
 



（除名） 
第６条 会員が本協議会の名誉を傷つけ、または趣旨目的に反する行為をしたときは、総会
の議決を経て除名することができる。 

２ 前項の規定により除名しようとするときは、その会員にあらかじめ通知するとともに、
除名を議決する総会において弁明の機会を与えなければならない。 

 
（会費） 

第 7 条 正会員および賛助会員は、総会で別に定める会費を納入しなければならない。準会

員、特別会員は免除とする。 

２ 既に納入された会費は、会員が退会する場合においても返還しない。 
 

  第３章 役員等 
 
（役員） 
第８条 本協議会に次の役員を置く。 

(1)  会 長   １名 
(2)  副会長   ２名 
(3) 執行役員  若干名 (第 21条による専門部会の部会長及び実行委員会の長) 
(4)  監 事   ２名 

２ 役員は、総会において正会員の代表者または代表者から委任を受けた者の中から選任す
る。 

３ 会長および副会長は、監事を兼ねることはできない。 
 
（役員の職務） 
第９条 会長は、本協議会を代表し、会務を総括する。 
２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときまたは欠けたときは、会長が予め定めた
順位に従い、その職務を代行する。 

３ 執行役員は、各専門部会および実行委員会が所掌する事業を統括する。 
４ 監事は、本協議会の財務会計および事業執行の状況を監査する。 
 
（役員の任期） 
第１０条 役員の任期は２年とする。ただし、再任は妨げない。 
２ 欠員補充のため就任した役員の任期は、前任者の残任期間とする。 
３ 役員は、任期満了後も後任者が就任するまでは、引き続きその職務を行う。 
 
（アドバイザー） 
第１１条 本協議会に、アドバイザーをおくことができる。 
２ アドバイザーは、総会の承認を得て会長が委嘱する。 
３ アドバイザーは、必要な事項について会長の諮問または相談に応え、かつ、意見を述べ
ることができる。 

 

  第４章 組織 
 
（会議の種類） 

第１２条 本協議会の会議は、総会および企画運営委員会、及び第 21条による専門部会、実

行委員会とする。 

 
（総会の種別） 
第１３条 総会は、通常総会および臨時総会とする。 
２ 通常総会は、毎年度１回開催する。 
３ 臨時総会は、正会員総数の５分の１以上から会議の目的である事項を記載した書面によ



り、招集の請求があったとき、または会長が必要と認めたときに開催する。 
 
（総会の構成） 
第１４条 総会は、正会員をもって構成する。 
２ 総会において議決権を行使できる者は、正会員の代表者または代表者から委任を受けた
者とする。 

３ 会長は、総会に準会員、特別会員、賛助会員並びに第 17条に定める企画運営委員の出席 
 を求めることができる。 
 
（総会の議決事項） 
第１５条 総会は、この規約に別に定めるもののほか、次の事項を議決する。 
（１）事業計画および収支予算 
（２）事業報告および収支決算 
（３）会費 
（４）規約の変更 

（５）役員の選任(執行役員を除く) 

（６）会員の除名 
（７）本協議会の解散および財産の処分 
（８）その他本協議会の運営に関する重要な事項 
 
（総会の運営） 
第１６条 総会は、会長が招集し、その議長となる。 
２ 総会は、正会員の過半数の出席をもって成立する。 
３ 総会の議事は、この規約で別に定める場合を除き、出席した正会員の過半数をもって決
し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

 
（企画運営委員会） 

第１７条 企画運営委員会 (以下、「委員会」という。) を構成する会員は、前年度の委員会 

の議を経て、正会員または特別会員の中から会長が指名する。 

２ 委員会は企画運営委員(以下、「委員」という。)をもって構成する、 

３ 委員会に委員長および副委員長をそれぞれ１名置く。 
４ 委員会の委員長および副委員長は、委員の互選とする。 
 
（企画運営委員） 

第１８条 委員は、正会員または特別会員の代表者がそれぞれ推薦する者をもって充てる。 

 また、協議会役員を兼ねることを可とする。 

２ 委員の任期は、２年とする。ただし、再任は妨げない。 
３ 欠員補充のため就任した委員の任期は、前任者の残任期間とする。 
 
（委員会の議決事項） 
第１９条 委員会は、次の事項を所掌する。 

(1)  総会の議決した事項の執行に関すること。 
(2)  総会に付議すべき事項の決定に関すること。 
(3)  第２１条に規定する専門部会及び実行委員会の設置及び運営に関すること。 
(4)  総会の議決を要しない会務の執行に関すること。 
(5) その他委員長が必要と認めた事項に関すること。 
 

（委員会の運営） 
第２０条 委員会は、委員長が招集し、その議長となる。 
２ 委員会は、委員の過半数の出席をもって成立する。 
３ 委員会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、委員長の決



するところによる。 

４ 委員会には、会長・副会長及び次条に規定する専門部会並びに実行委員会の長が出席す

るものとし意見を述べることができる。ただし、議決に加わることはできない。 

 
（専門部会） 
第２１条 本協議会は、第３条に掲げる事業を円滑に進めるために、委員会の議決を経て、
必要に応じて専門部会及び実行委員会を設けることができる。 

２ 専門部会及び実行委員会の設置・運営に関して必要な事項は、委員会の議決を経て、会
長が別に定める。 

 

  第５章 財産および会計 
 
（財産） 
第２２条 本協議会の財産は、次の各号に掲げるものをもって構成する。 
（１）第７条に定める会費 
（２）寄付金品 
（３）事業に伴う収入 
（４）財産から生じる収入 
（５）その他の収入 
２ 本協議会の財産は、委員会の定めるところにより会長が管理する。 
 
（経費） 
第２３条 本協議会の経費は、財産をもって充てる。 
 
（事業年度） 
第２４条 本協議会の事業年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。 
 
（事業計画および収支予算） 
第２５条 本協議会の事業計画および収支予算は、企画運営委員会の承認を得た後、その事
業年度の総会の議決を得なければならない。 

 
（暫定予算） 
第２６条 当該事業年度の事業計画および収支予算に関する総会の議決を得る日までの間、
会長は、前事業年度の予算に準じて収入および支出をすることができる。 

２ 前項の規定による収入および支出は、新たに総会の議決を得た予算の収入および支出と
みなす。 

 
（事業報告および収支決算） 
第２７条 本協議会の事業報告および収支決算に関する書類は、毎事業年度終了後、速やか
に監事の監査を経て、企画運営委員会の承認を得た後、総会の議決を得なければならない。 

 
（特別会計） 
第２８条 本協議会は、総会の議決を経て、特別会計を設けること、及び改廃することがで 
きる。 

 
  第６章 規約の変更および解散 
 
（規約の変更） 
第２９条 この規約は、総会において正会員総数の３分の２以上の議決を得なければ変更で
きない。 

 
 



（解散） 
第３０条 本協議会は、総会の議決に基づいて解散する。 
２ 前項の規定により解散する場合は、総会において正会員総数の４分の３以上の議決を得
なければならない。 

 
（残余財産の処分） 
第３１条 解散に伴う残余財産の処分は、総会において正会員総数の４分の３以上の議決を
経て、本協議会と類似の目的を有する他の公益法人またはこれに準じた団体に寄付する。 

 

  第７章 雑則 
 
（事務局） 
第３２条 本協議会の事務を処理するため、事務局を一般財団法人滋賀県建築住宅センター

に置く。 
２ 事務局に関することは、会長が別に定める。 
 
（その他） 
第３３条 この規約に定めるほか本協議会の運営に関し必要な事項は、会長が別に定める。 
 

付則 
１ この規約は、平成１５年３月２６日から施行する。 
        平成１９年６月 ６日一部改正 
２ 本協議会の設立当初の役員は、第８条第２項の規定にかかわらず、設立総会の定めると
ころによる。また、その任期は、第１０条第１項の規定にかかわらず、平成１６年５月３
１日までとする。 

３ 本協議会の設立当初の企画運営委員は、第１８条第１項の規定にかかわらず、設立総会
の定めるところによる。また、その任期は、同条第２項の規定にかかわらず、平成１６年
５月３１日までとする。 

４ 本協議会の設立初年度の事業年度は、第２４条の規定にかかわらず、平成１５年３月２
６日から平成１６年３月３１日までとする。 

５ 本協議会の設立初年度の事業計画および収支予算は、第２５条の規定にかかわらず、設
立総会の定めるところによる。 

６ この規約は、令和２年６月２日から施行する。 
７ 第 17条の改正により企画運営委員会の構成に変更があるため、新たに委員長、副委員長

を選出するものとし、第 18条第 2項に規定する企画運営委員の任期は令和２年度に限り 1
年とする。 



R８.５.30現在

1 一般社団法人滋賀県建設業協会 会　⾧ 八田　庄平
2 公益社団法人滋賀県建築士会 会　⾧ 山本　良信
3 一般社団法人滋賀県建築士事務所協会 会　⾧ 村田　寿郎
4 一般社団法人滋賀県建築設計家協会 会　⾧ 杉野　吉成
5 公益社団法人日本建築家協会近畿支部滋賀地域会 地域会⾧ 大村　悟子
6 公益社団法人滋賀県宅地建物取引業協会 会　⾧   堀　  常一
7 公益社団法人全日本不動産協会滋賀県本部 本部⾧ 伊藤  　靖
8 一般社団法人滋賀県木造住宅協会 会　⾧ 川瀬　文明
9 一般財団法人滋賀県建築住宅センター 会　⾧ 林口　富雄
10 滋賀県木材協会 会　⾧ 熊川　  忠
11 滋賀県建築組合 組合⾧ 冨田　忠夫
12 滋賀県塗装工業協同組合 理事⾧ 村上　直樹
13 木考塾（木造在来工法住宅を考える会） 代　表 岩波  　正
14 高島・森林と住まいのネットワーク 代　表 北條　政良
15 びわこ南部材・家と暮らしの会 代　表 岩波　  正
16 一般社団法人安曇川流域・森と家づくりの会 代　表 宮村  　太
1 一般社団法人滋賀県電業協会 会　⾧ 中嶋　良典
2 独立行政法人住宅金融支援機構　近畿支店 支店⾧ ⾧岡　昇志
3 滋賀県商工会連合会 会　⾧ 上西  　保
4 滋賀県管工事業協同組合連合会 会　⾧ 谷口  　学
5 びわ湖放送株式会社 代表取締役 西川　忠雄
6 一般社団法人滋賀県空調衛生設備工業協会 会　⾧ 北中　良樹
1 滋賀県交通まちづくり部　住宅課、建築開発課 部　⾧ 　　辻　  睦弘
2 滋賀県琵琶湖環境部　びわ湖材流通推進課 部　⾧ 中田　佳恵
3 大津市 市　⾧ 佐藤　健司
4 彦根市 市　⾧ 田島　一成
5 ⾧浜市 市　⾧ 浅見　宣義
6 近江八幡市 市　⾧ 徳永　久志
7 草津市 市　⾧ 橋川　  渉
8 守山市 市　⾧ 森中　高史
9 栗東市 市　⾧ 竹村  　健
10 甲賀市 市　⾧ 岩永　裕貴
11 野洲市 市　⾧ 櫻本　直樹
12 湖南市 市　⾧ 松浦　加代子
13 高島市 市　⾧ 今城　克啓
14 東近江市 市　⾧ 小椋　正清
15 米原市 市　⾧ 角田　航也
16 日野町 町　⾧ 堀江　和博
17 竜王町 町　⾧ 西田　秀治
18 愛荘町 町　⾧ 有村　国知
19 豊郷町 町　⾧ 伊藤　定勉
20 甲良町 町　⾧ 寺本　純二
21 多賀町 町　⾧ 久保　久良
1 株式会社高栄ホーム 代表取締役 北井　  博
2 エールコーポレーション株式会社 代表取締役 平田　昌宏
3 三王ホーム株式会社 代表取締役 藤田　修治
4 ＹＫＫＡＰ㈱西日本統括支社関西支社京滋支店 支店⾧ 上野　真輔
5 関西電力株式会社京滋リビング営業本部 本部⾧ 北村　通啓
6 大阪ガス株式会社 滋賀地区統括支配人 木寅　善太郎
1 重田　吉正
2 梅影　義明



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

湖国すまい・まちづくり推進協議会 事務局 

 

〠525-0050 滋賀県草津市南草津三丁目 12番地 6 

（一財）滋賀県建築住宅センター内 

電話 077-569-5902（直通） FAX 077-569-6561 

Mail sumakyo@zai-skj.or.jp 

https://www.kokokusumai.jp 


